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＜調査結果のポイント＞ 

■ 人材育成方針（または計画）の策定有無と経営計画との連動状況 

 「人材育成方針（または計画）がある」企業の割合は55.9％、規模別に見ると100人以上の企

業では 7割強が策定している。 

 人材育成方針（または計画）が経営計画にも位置づけされている企業の割合は、1～99人の

企業が 25.2％であるのに対し、100人以上の企業が 46.8％と規模によって差がみられた。 

 

■ 人材育成の取組状況と取り組めていない理由 

 「人材育成に取り組んでいる」企業の割合は73.9％、規模別に見ると100人以上の企業では

8割強に上る。一方、「取り組めていない理由」を見ると、「人材育成が場当たり的な対応とな

っているため」（55.6％）等が多く、全社的な育成体系の構築が課題であることがわかる。 
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＜調査の概要＞ 

人手の確保や人材育成、従業員エンゲージメントの向上など「人材」に関する様々な経営課題があ

る中、近年、人材を「資本」と捉え、その価値を最大限引き出すことで、中長期的な企業価値向上に

繋げる経営手法（人的資本経営）に注目が集まっている。本調査は、足利銀行の営業地域の企業にお

ける人材育成に関する意識・取組状況を把握する目的で実施した。 

(1)調査時期    2025 年 9月 17日～2025年 10月 24日 

 

(2)調査方法    当社実施「第210回あしぎん景況調査」の特別質問 

 

(3)調査対象企業  足利銀行の営業地域（栃木県、群馬県、茨城県、埼玉県他）の企業 1,062社 

 

(4)企業規模区分  従業員数にて規模を区分 

大企業……製造、建設、運輸は 300人以上、 

卸売、サービスは100人以上、小売は50人以上 

中小企業…上記未満 

 

(5)有効回答企業数  513 社（回答率 48.3％） 

            

(6)回答状況    下記のとおり 

 

(7)注意点 

・図表中のｎとは、回答者数のことである。 

・集計は、小数第2位を四捨五入している。 

・「紙・パルプ」「化学品」は回答企業数が少ないことから、結果の解釈には注意が必要である。 

 

 

(1)業種別構成 (2)所在地構成

回答企業数

(社)

構成比

(％)

回答企業数

(社)

構成比

(％)

回答企業数

(社)

構成比

(％)

回答企業数

(社)

構成比

(％)

回答企業数

(社)

構成比

(％)

513 100.0 390 100.0

233 45.4 198 50.8

飲 ・ 食 料 品 21 4.1 15 3.8

繊 維 品 10 1.9 10 2.6

木材・木製品 12 2.3 11 2.8

紙 ・ パ ル プ 7 1.4 6 1.5

化 学 品 2 0.4 1 0.3

プラスチック 22 4.3 20 5.1 (注) 企業規模は従業員数による。

窯 業 ・ 土 石 14 2.7 12 3.1 製造、建設、運輸の３業種は 300人以上、卸売、サービスの２業種は 100人以上、

鉄 鋼 ・ 非 鉄 10 1.9 7 1.8 小売は 50人以上を大企業とし、それ未満を中小企業とした。

金 属 製 品 30 5.8 28 7.2

一 般 機 械 18 3.5 17 4.4

電 気 機 械 12 2.3 11 2.8

輸 送 用 機 械 42 8.2 35 9.0

精 密 機 械 20 3.9 14 3.6

そ の 他 13 2.5 11 2.8

280 54.6 192 49.2

卸 売 67 13.1 51 13.1

小 売 42 8.2 12 3.1

運 輸 36 7.0 31 7.9

建 設 62 12.1 60 15.4

サ ー ビ ス 73 14.2 38 9.7

企　　業　　数 企　　業　　数
うち中小企業 うち栃木県内 うち栃木県外

合 計
合計 513 100.0 284 55.4 229 44.6

製 造 業

製造業 233 100.0 122 52.4 47.6

非製造業 280 100.0 162 57.9 118 42.1

　　　　　　　　

非 製 造 業

111
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１．人材育成や人事制度の方針決定の主導者 

 初めに、人材育成の方針や人事制度の企画等、その方針を決定する主導者を尋ねたところ、

「経営者」が 73.1％と最も多い。 

 規模別では、従業員数が多いほど「経営者」の割合が低下する傾向がみられた。300人以上の

企業では「人事・総務全般を担当する役員」（21.7％）や「人事部門の専任役員」（10.8％）を挙

げる企業が相対的に多く、人事部門の担当（または専任）役員を配置し、人材育成に注力して

いる様子がうかがえる。 

 

２．人材育成方針（または計画）の策定有無と経営計画との連動状況 

 「人材育成方針等※1がある」と回答した企業は 55.9％、「人材育成方針等の策定なし」と回答し

た企業は39.4％であった。規模別に見ると、300人以上の企業では約8割が人材育成方針等を

策定している一方で、規模が小さくなるほど人材育成方針等や経営計画がない企業が多い。 

 経営計画との連動状況については、全体では33.1％、1～49人の企業では20.6％にとどまった

が 300人以上の企業では 49.4％にまで割合が高まる。 

 なお、「人材育成方針等の策定がある」企業に占める「経営計画に位置づけされている企業」の

割合で見ると、1～49人の企業でも 51.3％となる。経営者が思い描く経営戦略とその実現に必

要な人事戦略を必ずしも明文化する必要がない場合もある。いずれにせよ、必要に応じて人材

育成方針等や経営計画を定め、限られた経営資源を最大限活用していくことが求められよう。 

 
※1本設問は人材育成方針（または計画）と経営計画の連動状況をみたものである。一般に、「方針」は「計画」の上位理念であるが、本調査における表記は、便宜上「人材育成方針等」で統一する。 
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３．経営理念の従業員への浸透状況 

 約9割の企業が経営理念を策定しているが、従業員に「浸透している」と回答した企業

は57.3％であった。 

 規模別に見ると、300人以上の企業では約7割が「浸透している」と回答した。一方で、

300人未満の企業では3割強が「周知しているがあまり浸透していない」と回答しており、

経営理念の浸透が課題となっている様子がうかがえる。 

 

 なお、「人材育成方針（または計画）の策定有無と経営計画との連動状況」別に経営理念の浸

透状況を見ると、人材育成方針等を策定し、経営計画にも位置づけされている企業（≒人事戦

略と経営戦略の連動性が大きい）ほど、企業理念が従業員に浸透している結果がみられた。 

 自社の存在意義や価値観、将来的にありたい姿といった経営理念を明確にし、その実現に必

要な人材像を具体化することが人的資本経営の実現に向けた第一歩と言える。 
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４．人材育成の取組状況 

 全体の結果を見ると、人材育成に「取り組んでいる」企業は 73.9％、「取り組めていない」企業は

24.2％となった。 

 規模別に見ると、300人以上の企業では88.0％が人材育成に「取り組んでいる」が、1～49人の

企業では 3割強が取り組めておらず、規模によって差が見られた。 

 

５．人材育成に取り組めていない理由（複数回答） 

 人材育成に「取り組めていない」企業に対し、その理由を尋ねたところ、「人材育成が場当たり

的な対応となっているため」「育成は現場の社員にまかせているため」がそれぞれ 55.6％と最も

多く、全社的な育成体系の構築が課題であることがわかる。 
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 規模別に見ると、300 人未満の企業では「社内で人材育成を推進できる人材がいない」が上位

となった。50～99人、300 人以上の企業では「事業部門の業務多忙につき全社的な優先順位

が低い」ことを要因に上げる企業が多くみられた。 

 50 人以上の企業では「人事部門の業務が管理中心で企画に割く時間がない」が 2割強～3割

弱となっている。人事部門は、社内の人事管理業務だけでなく、人事の専門的知見を活かし企

業の戦略実現や経営課題の解決に貢献する役割が期待されよう。 

 
６．従業員向け意識調査の実施状況と関心について 

 従業員向け意識調査（従業員満足度調査やエンゲージメントサーベイなど）を「定期的に実施

している」企業は 22.0％となった。 

 規模別に見ると、1～49人の企業では定期的に実施している割合が 1割程度であるのに対し、

300人以上の企業では過半数を占めた。また、300人未満の企業では「実施したことはないが興

味はある」が 2割弱～3割弱と、一定程度関心がある様子がうかがえた。 
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７．人事・人材育成に関して関心のあるテーマ（複数回答） 

 企業が課題と感じているテーマは「人事評価制度の策定・見直し」が 47.8％と最も高く、次いで

「賃金制度の策定・見直し」が 45.2％、「管理職のマネジメント力」が 43.3％と続く。 

 規模別に見ると、いずれの規模においてもこれら人事諸制度の策定・見直しや管理職のマネジ

メント力向上などが課題である様子がうかがえる。この他、100～299人の企業では「メンタルヘ

ルス・従業員の健康管理」（33.3％）や「後継者・経営幹部候補育成」（31.4％）等が多く、「女性

活躍の推進」は 100人以上の企業で相対的に多い結果となった。 

 

 

（参考）人事戦略・人材育成について取組みの背景や課題など（自由記述） 

 

以 上 

47.8 

45.2 

43.3 

26.9 

26.3 

26.3 

20.1 

19.3 

18.3 

18.1 

18.1 

15.4 

13.5 

10.5 

2.9 

0 10 20 30 40 50 60

人事評価制度の策定・見直し

賃金制度の策定・見直し

管理職のマネジメント力

メンタルヘルス・従業員の健康管理

後継者・経営幹部候補育成

人材採用戦略・採用方法

等級制度の策定・見直し

女性活躍の推進

シニア人材の活用

働き方改革の推進

全体的な研修・教育体系の構築

外国人人材の活用

ワークライフバランス

経営理念の策定・見直し

その他

（n=513、単位：％）

複数回答

単位：％
n=

人事評価制

度の策定・

見直し

賃金制度の

策定・見直

し

管理職のマ

ネジメント

力

メンタルヘ

ルス・従業

員の健康管

理

後継者・経

営幹部候補

育成

人材採用戦

略・採用方

法

等級制度の

策定・見直

し

女性活躍の

推進

シニア人材

の活用

働き方改革

の推進

全体的な研

修・教育体

系の構築

外国人人材

の活用

ワークライ

フバランス

経営理念の

策定・見直

し

その他

全体 513 47.8 45.2 43.3 26.9 26.3 26.3 20.1 19.3 18.3 18.1 18.1 15.4 13.5 10.5 2.9

1～49人 199 44.2 43.7 32.7 26.1 27.1 23.1 18.1 14.1 18.6 15.6 17.1 14.6 11.1 12.6 5.0

50～99人 126 46.8 44.4 46.8 24.6 27.8 29.4 16.7 13.5 19.0 18.3 15.9 10.3 6.3 8.7 0.8

100～299人 105 53.3 59.0 54.3 33.3 31.4 29.5 29.5 28.6 17.1 24.8 21.9 18.1 19.0 13.3 1.0

300人以上 83 50.6 32.5 49.4 24.1 15.7 25.3 18.1 28.9 18.1 15.7 19.3 21.7 22.9 4.8 3.6

業種 規模 コメント

製造業 50～99人
まだまだ機械化できない作業が多く、人材の技術力向上が必須である 一方、給与や地理的条件により 有用な人材の確保が難しい。

座学に抵抗感を持つ社員も多いため、外部講師を招きOJT方式を主体にした改善活動を通して人材の育成を行っている。

製造業 100～299人
一般社員の基本研修や技術研修計画が策定されておらず、昇格・昇進は人事考課を行うが上席者や役員のイメージで判断することが多

く、一部従業員からの諦めや不満の声を聴くことがある。

製造業 100～299人

社内の昇格制度などに問題があったのか管理職に適していない人材が管理職になってしまっている印象を受けている。若い世代からもそ

ういった声が挙がっているので早い段階、一般職の段階から教育や社訓、経営理念などの教育を行ってモラル向上やハラスメント問題へ

取り組みたい。

製造業 300人以上

弊社の強み（製造・開発・施工技術力など）は、「従業員の能力」によって発展すると認識しており、高度化・多様化する建設業界の

ニーズに応えるための様々な専門知識・ノウハウを高める独自の社内プログラムや外部研修、階層別研修制度、自己啓発支援制度、資格

取得支援制度及び処遇反映を通じて、従業員の能力向上に取り組んでいる。

卸売業 1～49人
これまで人事考課は経営者が行って来たが世代交代が進む中で自己評価や部署長評価に切り替える準備や研修を行っている。この制度移

行の良し悪しで従業員満足度が維持できるか心配である。

小売業 1～49人
外国人材の採用・育成に積極的に取り組む方針を打ち出している。具体的には、技能実習制度や特定技能制度を活用し、整備技術を学ぶ

外国人を受け入れ、現場教育を通じて即戦力となる人材育成を進めている。

運輸業 100～299人
運送業界は若い担い手がいない。高卒採用を強化してＯＪＴや外部研修等を通じ大切に育てていく方針だが、運送業界に興味を持つ若者

がほぼいないのが実状。

建設業 1～49人
今後「人がいない」ことで廃業する会社が多くなると予測している。人材育成を強みとし、採用を強化していくために、最重要事項とし

て取り組んでいる。

不動産業 1～49人
ミーティングで意見交換や今後の指導方針の照らし合わせをしている。しかし1対1対応を出来るだけの人員がいないため、指導・育成が

中途半端になりがち。


